
旭医大達第105号 

令和7年9月5日 

 

旭川医科大学職員退職手当規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

 

 旭川医科大学長  西 川 祐 司   

 

 

旭川医科大学職員退職手当規程の一部を改正する規程 

 

旭川医科大学職員退職手当規程（平成16年旭医大達第154号）の一部について，下表右欄（「現行」欄）を同表左欄（「改正後」欄）のように改正

する。 

※下線部分は，改正箇所を示す。 

 

改正後 現行 

（略） （略） 

（退職手当の支払いの差止め） （退職手当の支払いの差止め） 

第14条 （略） 第14条 （略） 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について拘禁刑

以上の刑が定められているものに限り，刑事訴訟法（昭和23年法律

第131号）第6編に規定する略式手続によるものを除く。以下同じ。）

をされた場合において，その判決の確定前に退職をしたとき。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以

上の刑が定められているものに限り，刑事訴訟法（昭和23年法律第

131号）第6編に規定する略式手続によるものを除く。以下同じ。）

をされた場合において，その判決の確定前に退職をしたとき。 

(2) （略） (2) （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 

5 （略） 5 （略） 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について，当該支払差止処分の理由

となった起訴又は行為に係る刑事事件につき，判決が確定した場合

（拘禁刑以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が確定した場合

を除く。）又は公訴を提起しない処分があった場合であって，次条

第1項の規定による処分を受けることなく，当該判決が確定した日又

(2) 当該支払差止処分を受けた者について，当該支払差止処分の理由

となった起訴又は行為に係る刑事事件につき，判決が確定した場合

（禁錮以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が確定した場合を

除く。）又は公訴を提起しない処分があった場合であって，次条第1

項の規定による処分を受けることなく，当該判決が確定した日又は



は当該公訴を提起しない処分があった日から6月を経過した場合 当該公訴を提起しない処分があった日から6月を経過した場合 

(3) （略） (3) （略） 

6～8 （略） 6～8 （略） 

（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） （退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） 

第15条 退職をした者に対し，まだ当該退職に係る退職手当の額が支払

われていない場合において，次の各号のいずれかに該当するときは，

学長は，当該退職をした者（第1号又は第2号に該当する場合において，

当該退職をした者が死亡したときは，当該退職手当の額の支払を受け

る権利を承継した者）に対し，第13条第1項に規定する事情及び同項

各号に規定する退職をした場合の退職手当の額との権衡を勘案して，

当該退職手当の全部又は一部を支給しないこととする処分を行うこと

ができる。 

第15条 退職をした者に対し，まだ当該退職に係る退職手当の額が支払

われていない場合において，次の各号のいずれかに該当するときは，

学長は，当該退職をした者（第1号又は第2号に該当する場合において，

当該退職をした者が死亡したときは，当該退職手当の額の支払を受け

る権利を承継した者）に対し，第13条第1項に規定する事情及び同項

各号に規定する退職をした場合の退職手当の額との権衡を勘案して，

当該退職手当の全部又は一部を支給しないこととする処分を行うこと

ができる。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合に

あつては，基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し

当該退職後に拘禁刑以上の刑に処せられたとき。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合に

あつては，基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し

当該退職後に禁錮以上の刑に処せられたとき。 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

2～5 （略） 2～5 （略） 

（退職をした者の退職手当の返納） （退職をした者の退職手当の返納） 

第16条 （略） 第16条 （略） 

(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関

し拘禁刑以上の刑に処せられたとき。 

(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関

し禁錮以上の刑に処せられたとき。 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 

（略） （略） 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） （退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） 

第18条 （略） 第18条 （略） 

2・3 （略） 2・3 （略） 

4 退職手当の受給者が，当該退職の日から6月以内に基礎在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合において，当該刑事事件

4 退職手当の受給者が，当該退職の日から6月以内に基礎在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合において，当該刑事事件



に関し拘禁刑以上の刑に処せられた後において第16条第1項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したときは，学長は，当該退職手当の

受給者の死亡の日から6月以内に限り，当該退職手当の受給者の相続人

に対し，当該退職をした者が当該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処

せられたことを理由として，当該退職手当の額の全部又は一部に相当

する額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

に関し禁錮以上の刑に処せられた後において第16条第1項の規定によ

る処分を受けることなく死亡したときは，学長は，当該退職手当の受

給者の死亡の日から6月以内に限り，当該退職手当の受給者の相続人に

対し，当該退職をした者が当該刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せら

れたことを理由として，当該退職手当の額の全部又は一部に相当する

額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

5～7 （略） 5～7 （略） 

（略） （略） 

附 則  

この規程は，令和7年9月5日から施行し，令和7年6月1日から適用する。  

  

【改正理由】 

刑法の改正に伴い，所要の改正を行うものである。 

 

 

 


